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シャウプ勧告の教育財政制度構想について

内沢 達
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Finance Systems by “Report on Japanese 
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(1) 今aの地方El治体は深刻な財政危機のなかにある。そしてその危機は地Jぢ自治の危機の財政
的表現であるともいわれる。。それは，教育問題として，たとえば，人口急増地域において必要な

小・中学校あるいは高等学校の新増設の問題が財政危機によりいかに姻難なものにさせられているか，

また過疎地域においては学校の統廃合が当該市町村の財政状態に規定されていかに非教育的な形です

すめられているかなど，若二子の事例を考えてみても明白な ζ とである。

そζで問題となる ζ とはその財政危機がし、かなる原菌によってもたらされたのかという ζ とであ

ろう。われわれは，その直接的原田として現在激しいいきおいですすんでいる不況やインフレーショ

ンを指摘する乙とができるとしても，それらは，危機を爆発させる引金の役割を果したものであって，

根本的厳罰なのではない。それらによって一挙に表面化する乙とになった今日の地方財政危機の根本

的潔鴎として，われわれは，戦後一貫して存在している地方財政の体質的な弱さ， r三三割自治Jとい
われる自治体の権限のなさ，政府による地方財政支配のしくみをあげなければならないのであるの

そして， ζれらが遠藤晃氏がいうように f戦後地方自治制度の発足当初における事務と財源の適

正な配分の『流産~，ζ成立の基礎をもってJ2) (傍点は引用者以下問機)いるものであるとするならば，
われわれは今日の地方財政危機，そのもとでの教育危機の打開のためにも「戦後地方自治体における

行財政制度の具体的な骨ぐみとなるはずであったJ3) シャウプ勧告に立返る必要が生じてくるのであ

る。 -89-
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(2) シャウプ勧告，正確には『シャウプ使節由日本税制報告書J (Report on ]apanese Taxa-

tion by the Shoup Mission 1949年8J3 27日)は，そのタイトルが示すように盟税・地方税を包括す

る税制全般に関する報告書である。しかし f勧告J自身が「簡，都道府県，市町村は複雑な財政関係、

の網で結び合わされている。租税は ζの網の，ほんの一部分に過ぎない。しかし，適切なる税制をこ

じらえるためには，本来ならばまづ ζの縄全体を検討して租税でない部分の改築案さえもたなければ

ならないJ心とのべているように，その内容は税制一一歩進んで財政に関する謁査報告になってお

り，小論の分析，検討対象である地方財政制度改革案はその前提として行政事務の再配分をも提案し

ているのである。

シャウプ勧告は，当初.1953年の『日本資本主義講slAJなどによって，その税制改革案を中心と

して，それは専ら資本蓄積と大衆収奪を強化するものとして， ドッジ・ラインと一対のものとして批

判された。 r勧告jが強調した地方自治もそれらをおおいかくすヴェールにすぎないとそ ζでは考え
られていた5)。しかし「シャウプ税制といわれるものが，朝鮮動乱以後次々に改正され， ζ とに地方

財政の面で当初の自治的な性格が後退してくるJωと，いまさらのように「勧告jの民主主義的側面

が大きくクローズアップされてくるのであった。いわゆる「勧告の再評価jの動きである。

たとえば「勧告jの所得税改正案について検討してみると，そ ζでは，税率が従来2万円以下20

%から 500万円超85%までの14段階刻みだったのを. 5 万丹以下20~ちから 30万円超55% と，長高税率

を大憾に引下げ， 30万円以上はすべて55%にするという，累進制の頭打ちが提案されていた 7)。ζの

点を単純にうけとめれば，当初の「勧告J批判のように，それは高額所得層に対する優遇，つまり税

負担の軽減を意味するものであ「た。しかし，税率引下げの前援には， E言硲税の新設と関連して貸借

対照表の提出をお乙なわせるとか，譲渡所得に対しでもさを額課税をお ζなうなど，高額所得層の所得

および資産を徹躍的lζ洗って従来の脱税を完封する措讃が勧告されており日吉!萄鍵次氏が指檎した

ように，もう一部では r大所得!習にとっておそるべき結果をきたしJ9) かねないような内容をもっ
たのである(それ故，とれらの措置は B本政府によって「勧告j実施の出発点から，いい加減に扱われたり無

視された)。

また，地方行財政の街ではどうか。たしかに「勧告Jの地方独立税の拡充策の内容は住民税の大

衆課税化という問題をもっていて，その点では「勧告Jが強調した地方g治の確立・強化も住民の税

負担の笛から考慮される乙とがなかったという限界を有していたわけである1日)。しかし，そのような

限界をもっていたにせよ， r勧告Jが rs本における問題は，依然として，掴の支配を減じ，地方団
体の独立を増す乙とである J11)として地方自治の確立，強化のために打ち出した地方財政制度改革案

は全体としてどのように評価されるべきものなのか。それは教育財政確立の立場からも本論での分析

全体を通じて明らかにされる ζ とであるが，宮本憲一足が先の F講座』の誤りとしてそれが「国の地

方支配と民主的諮改革とを混間し，後者を積鋭的iζ評価しなかったJ12)とのべている乙とは注目され

ねばならない ζ とである。

一定の財政改革をお ζなう乙と自体が「地方財政の磁度の窮迫によって地方団体の理事者さえも

反政府運動にでるような当時の政治情勢のうちにおいてJ13)は，一面では，支配体制の「安定装置J14) 

を強化するためにも必要なととであったといえるO しかし， r勧告 Jの地方財政制度改革案の内容は，
行政事務の再配分のうえに 補助金の務理を前提として，独立税と平衡交付金によって地方自治iζ財

政的支持を与えようとしたものであって，明らかにそれは， r国の地方支配Jと矛盾し， r日本の地
方財政lζ真の自治財政としての議機をあたえようとするJ15)民主的な地方財政の改革案であったので
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ある。

(3) 小論は，以上のようなシャウプ勧告の再評価の見地にたっている。そ乙で今ひとつ前もって

ふれておかなければならないことがある。それは 当時の教育関係者の「勧告J理解の問題である。

教育関係者のなかにあっても当初「勧告Jは不評であった。 r勧告Jの地方財政改革案が教育財政の
確立策として積極的に受けとめられるという ζ とはなかったのである。

たとえば当時文部省初中局庶務課長の地位にあった内藤誉三郎は 「勧告」の実施によって従来

わが閣の教育財政制度の絞幹をなしてきた義務教育費国産負担制度が廃止され，一般平衡交付金に統

合される ζ とによって，教育費lζ対する「掴家的保障jはなくなり， r完全に地方財源lζ依存する j
乙とになって，教育費は多額でかつ「直接目 iζ見えて効果があがる経費ではないだけに長も予算削減

の対象になり易いしJ，r流用される傾向が大きい」とのべ，地方教育費確保の点から強く「勧告J
の構想、を疑問視していたのである 16)。

日本教職員組合も f教育設に対する何等の闇家的保障もなく完全に地方財政に依存するJ17)と内

藤キほほ同様の「勧告J理解のもとに「平衡交付金制度そのものには反対しないが，それによる教育

費削減を阻止するために」ω標準教育費法の立法化を要求する旨D 同組合機関紙『教育新開』紙上で

度々その態度を明らかにしていた。

また宗像誠也氏も「勧告が民主化の基盤としての地方自治会確立しようとする方針については，

教育の立場からも当然肯定させるべきであるし(中略)反対すべき理由はないjとのべながらも，や

はり「地方自治体は，より焦濁の急、iζ迫られまたliP践に効力の現れる費目 lζ追われ，教育費を後まわ

しにしはしないか。平衡交付金の中の教育lζ充当されるはずの部分までが，他の資自に流用される ζ

とになりはしないかJと向上の不安が残るとしていた 19)。

f勧告jの構想にたいする不安として乙れらに共通する乙とは，義務教湾費薗庫負担制度の廃止

と平衡交付金制度の創設にともなって平衡交付金が一般財源であって特定財源ではないだけに，形式

的にはそれが可能となる自治体内部における教育費の削減・流用の問題である O 乙の問題は二つの点

からコメントされなければならない。

第一lζ，ζのような刻減・流用の問題を中心に「勧告jの構想を評価する ζとは，教育財政確立

の問題を綾小化させてはいなかったかという乙とである。教育財政確立にとっての根本問題は，財務、

の問題にあり，特定であれ，一般であれ(勧告の「財政上の自治Jの立場からするとその大半が一般でなけ

ればならないが)地方自治体に教育費のための財源が十分に保障されるかどうかの点にもとめられるの

である。

第二i乙，仮りに一歩譲って流用問題が一つの焦点になるとしても，その解決を立法によって闘が

地方間体に一定額の教育費支出を義務付けるという形においてはかる乙とは地方自治の理念に適合す

るものなのか。文部省の f襟準教育費の確保lζ関する法律案Jでは，その義務を怠った場合の勧告権

が文部大臣lζ留保されており，それは中央政府による統制をもたらしはしまいか。その正しい解決の

仕方は，上からわくをはめる ζ とではなく，下からの住民世論を反挟した地方議会の民主的議決にあ

るといわなければならなし、。(その場合 教育委員会が果さなければならない役割は重大である)

以上の自治体内部における教湾費削減・流用問題についての認識もさせる ζとながら， r勧告」
の地方財政制度改革案の理解自体がきわめて不正確不十分なものであった。文部官僚として教育財政

を8らの管轄の下におきその統制を意関していた内藤誉五郎についてはともかく，日教組までもが，

「勧告」の実施によって「教育費に対する何等の国家的保障もなく完全に地方財政に依存するJと考
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えていたのである。

すでにみたように専門の財政研究者すらも当初一面的な評備を下していた。大内カ氏iζ玉三つては

「資本主義が国家独占資本主義の形をとらざるをえないいまの臼本に，はたして地方自治の強化を達

成する可能性があるかどうかを疑わざるをえないJ21)と「勧告Jの基本医的自体に対してもはなはだ

懐疑的であったのである。

してみれば，教育関係者の当時の「勧告J理解の不十分さは，彼らにだけその責任が:議せられて

よいものではないとしても 「勧告j発表時より四半披紀をへた今自においては，教育財政確立の立

場からもその評価が改められなくてはならないであろう。

(4) 小論の課題は，シャウプ勧告の再評舗の見地にたって，平衡交付金制度の創設を中心とする

「勧告Jの地方財政制度改革案が内容的にみて戦後の教育財政制度の改革機惣としても画期的なもの

であった乙とを明らかにする乙とにおかれる。

そのために本論では.まず第一主主において「勧告jの地方財政制度改革案が伺のためのものであ

ったか，その基本的なま竪念，目的が検討され. r勧告jの地方自治に対する高い評価と行政事務の再
配分案につらぬかれている地方自治強化の方針が，戦後教育改革の呂的にも適合し，それをいっそう

徹底化しようとするものであった ζ とが明らかにされる。

第二主主においては.r勧告Jの指摘を中心として「勧告J前の地方財政制度一ーそのもとで当時
の教育財政の危機的な状況が生みだされていた。また補助金制度の一環としての義務教湾愛国庫負担

制度も統制的性絡を有していた一一の問題点が明らかにされる。 ζの点の解明は「勧告jの教育財政

制度構想、を正しく潔解するうえでどうしても必要なととである。

第三主主においては.r勧告jの新しい教育財政制度構想、自体が，その地方財政制度改革案のもつ
全般的性格一一地方独立税プラス平衡交付金によって地方財政全般の確立を目標としている一一と平

衡交付金のもつ教育費のための財源保障機能等に注白して明らかにされる。

なお，小論は続編を予定している。 f勧告jの教育財政制度構想が日ヱド政府によってどのように

受けいれられ，改革がどのように実行に移されていくのか。いわゆる「シャウプ勧告のゆくえjの問

題であり，それがいかなる結果をもたらしたのかという内容的には(1)で指織した改革の「流産Jの問

題である。 ζれらを含めて研究は，シャウプ勧告およびそれにもとづく 1950年の地方財政平衡交付金

制度創設による戦後教育財政制度改革の膝史的意義の解明として，一定の完結性をもちうるものとな

り，今日的な教育危機打開のための重要な指針をも与えるものとなろう。小論はその出発点に位霞し

ている。

<注>

1 ) 古関健次・和国八東編 F現代地方財政論J0975年)3s。

2)・3) 遠藤発 f国・地方簡の事務と財源の民主約再配分をめぐってJr議会と自治体JNu 1850974年
年8月)8貰0

4) r報告書j第2主主「箇家財政と地方財政の関係j自治庁『地方税制度資料』第4差是 0955年)294 5 
賞。以下本稿での f勧告Jの引用はすべて同資料からのものである。

5) r日本資本主義講座』第5巻 0953年)三のvr地方財政J322-8s. B本資本主義研究会 f占鎖下
包本の財政問題J0955年)138 -148頁，などを参照。

6) 吉間震太郎「シャウプ勧告の湾評価についてJ鈴木武雄先生還暦記念論集 f経済成長と財政金融j(1

962年)98賞。

7) r報告審j第4章「銭入所得税一税率と控除J318頁参照。
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向上第5章「所得税ーその他の問題j331-8頁参照。

「勧告Jは「その結果は，税務行政運営の方法を全然変更しなくても高額所得者iζ対する実質的累進税

率は引き下げになったというより逆に引き上げになった ζとになるJ(331頁)とのべている。

言問健次「シャウフ。税制勧告の再評価(1)J r都市問題j第50著書第4号 0959年4月)64賞。
森恒夫「住民税の一考察(I)J r都市問題』第52巻第7号 0961年7月)41頁参照。
f報告書』付録AのBo423賞。

宮本憲一「戦後地方財政論の新しい課題Jr季子司法律学』第21号 (1956年6月)
藤田武夫「シャウプ勧告の再評価Jr立教経済学研究J第17巻第2号(1963年7月)28頁司なお.小
言語はζの論文も含めて藤間氏の一連の研究成条lζ負うと ζろが多い。

吉狗健次氏の規定による。 fシャウプ税制勧告の再評価 (2)Jr都市問題j第50巻第5号(1959年 5
月)参照。

藤伺武夫.前掲論文‘ 29Jt(。

内藤喜善三郎 f教育財政論JI0949年)64頁。

日教組「教湾新聞j第25号 0949年9月29臼HB教組教湾新聞縮制版 1JI 371束。
同上「教育新開」第43号 0950年2月9B)同上『縮刷版JI411 Jt(。

文部省識変普及局編『教育要覧JI0950年5月)9真。

さしあたってE設立教育研究所『日本近代教育百年史 2JI (1973年)の第51主「六・三鰯財政の展開一

戦後期HJ(伊藤和衛氏執筆)345-7頁iζ掲載されている法律案を参照されたい。

大内力「シャウプ勧告と地方財政J東大経済学会『経済学論集』第19巻第 6.7号 0950年)136真。
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「勧告Jの地方自治に対する評価と基本方針

報告書第2j彰「圏家財政と地方財政の関係Jのなかに有名な次の記述がある。

「われわれの改革案は二つの事実から出発している。第一は，地方自治という乙とは，占領軍お

よびa本政府の窮極尽的のーっとして賞雷されている事実である。第二lζ，現在のと ζ ろ，地方自治

はきわめて未熟な段階にあり，地方団体の財政カを強化し， ζれとともに，富裕地方と貧困地方間の

財政力を更に均等化する ζとなくしては，地方自治の完成を望むζ とはきわめて困難である，という

事実であるJl)。

乙の記述からも明らかなように「勧告jの地方財政繊度改革案は地方自治の確立，強化をめざし

たものである。本章では， r勧告Jの地方 g治に対する理念的な評価と行致事務の配分原則のなかに
示されているその基本方針をとりあげ，検討を加えるが，それらは地方8治制度の擁立にたいする高

い評価のもとに，戦後の教湾および教育行政における地方自治実現のためのE重要な提言にもなってい

るものである。

第一章

地方自治制度確立の農業的愈義(1) 

f勧告jは報告書付録のなかで強力なる地方団体の必要性について次の二つの指憶をお ζなって

七、る。

第一iζ，r地方団体の事務は特に園長と密接なものがあるJという乙と。それには教育，保健，
衛生，救済，厚生，警察，消防，住宅等「重大な行政jが含まれている。それらは「特に各個人のた

めの機会とよりよさ生活条件Jを与えようとするものであって r日本またはいかなる国でもその将
来における進歩と福枝とは，他の如何なる要素lζも劣らず，地方間体の有効な行政の最と質とにかか

っているJという 2)。
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第二lζ.rしかのみならず，地方団体は民主的生活様式に潜在的な貢献をするものであるからj
強化されねばならないという。 f強力な，独立した，実力ある地方行政団体があれば，政治力は遠隔

の地にあり，且つ億人とは無関係の中央政府iζ集中されるよりもむしろ分数され，国民の身辺におか

れるのであるσ地方簡体は富民を教育し 民主主義の技術の指導者を養成するのに有効な手段を備え

ている。地方団体の運営方法は閤民が容易に監慢し，また理解する ζ とができる。国民はかれが地方

行政から受ける利益とそれに婆する費用との間の関係を明確にばかり知る ζ とができる。地方の段階

において発達した習慣と態度とは，閣の段階において政府の行動に影響をおよぼすに至ると期待して

よかろうJ3)。

第一の指織は，地方自治体の事務の重大性について言及したものである 4) r勧告」の地方自治
に対する理念的評価を知るうえでは第ニの指摘が重要であろう。

ζの指橋は，当初，有名なトクヴィルの「地方団体において自由なる人民の力が宿る。地方自治

制度の自由に対する関係は，小学校の学問に対するそれと全く同じである。それは，自由を民衆の手

の届くととろへ引き渡す。それは，人々にいかに自由を使用し，いかに自由を役立たせるかを教え ζ

むJ5) という言葉の再版ともみられ，勧告の唱える地方自治は，康史の発展段階を無視したいわゆる

「古典的地方g治jではないかとの非難をうけた6)。しかし， トクヴィノレの言葉自体，今日，現代に

おいてもなお真実である。

西JII清治氏はかつて地方自治を①遼動としての f地方自治J②統治構造の一部としての f自治

体Jまたは「地方自治制度J，③ ζ の自治体によってお ζなわれる「地方行政Jの三つの側面から捉

えた ζ とがあるな島恭彦氏も最近「地方自治の概念は 基本的人権を擁護する地域の民主主義運動か

ら民主的な制度や自治組織までをふくむはば広い概念として成立するJ8)とのべている。 トクヴィノレ

の地方自治論は羽)11氏や島氏のいう地方自治制度の問題を中心として媛関されたもので，当然にも継

承発展させられてよい近代の民主主義的思想である。

f勧告Jの地方自治に対する評価も ζれらに従って考えると， トクヴィノレ同様，地方自治剣度確

立の問題を重視していた ζ とが注閲される o

地方団体の独立は後述するような適切な権限と必要な財源が与えられてはじめて達成されうるも

のであるが，それは地方自治制度として確立されなくてはならなし、。「勧告jの第二の指摘は， ζの

地方自治制度の確立によって，政治は国民にとって身近なものとなり，商)11氏のいう③の「地方行政J

についての国民の理解，また盟民からする監授も容易なものとなって，さらに「地方の段階において

発達した習慣と態度Jは国政にも影饗をおよぼしうるという，いわば民主主義の重要な一基jまとして

の地方自治の民主的意義を強調したものなのである。

そとでは， eg)11氏や島氏のいう運動としての f地方自治Jについての言及はない。また，同じ ζ

とであるが，地方自治の主体，つまり「住民自治Jについてふれられると ζ ろがない。しかし f住民

自治jを基本にしてその上に確立されるべき「自体自治」について， r日本における問題は，依然と
して，閣の支配を減じ，地方屈体の独立を増す ζとであるJとして r勧告Jは政治的行政的見地よ
り地方自治制度の確立に対して高い評価を与えていたのである。

(2) r勧告Jの行政事務配分原則についてー教育行政の地方自治

「勧告jが地方自治制度確立のために打ち出した基本方針は， r勧告Jの行政事務配分原則のな
かに示されている。「勧告Jは三段階の統治機関lζ対する事務配分の現状は，①複雑で責任がはっき
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りしない，@住民が税金の使途について浬解できなしV また③中央政府が関与しすぎるなどを理由に，

地方自治にとって有害であるとして，行政事務の再配分を提案した 9)。その具体的な仕事は地方行政

調査委員会議lζ委ねられたわけであるが，次の三つの一般原則の上に立ってお ζなわれなければなら

ないとされた。

1. 能う限りまたは実行できる限り，三段階の行政事務は明篠iζ区別して，一段階の行政機関に

は一つの特定の事務が専ら割り当てられるべきである。そうしたならば，その段階の行政機関は，そ

の事務を遊行し且つ一般財源によって ζれを賄う ζとについて全責任を負う乙とになるであろう。

2 それぞれの事務は，それを能率的に遂行するために，その規模，能力および財源によって

準備の整っているいづれかの段階の行政機関に割り当てられるであろう。

3. 地方自治のためにそれぞれの事務は適当な最低段階の行政機関に与えられるであろう。市

町村の適当に遂行できる事務は都道府県または菌に与えられないという意味で，市町村には第一の

優先権が与えられるであろう。第こには，都道府県lζ優先権が与えられ，中央政府は地方の指揮下

では有効に処潔できない事務だけを引受けるととになるであろう10)。

乙れらは地方行政調査委員会議の勧告の、わゆる「神戸勧告J)のなかで①行政責任明確化の原

員IJ，@能率の原員IJ，③地方公共団体優先および市町村優先の原員IJとしてまとめられているものであ

るJl)。

シャウプ勧告のより深い地方自治に対する評価とその強化の方針を知るうえでは特に③の地方公

共団体優先および市町村優先の原則が重要である。

最近，影山日出弥氏はマルクスのパリ・コンミュ…ン論が地方自治論にたいして与えた意味のひ

とつとして「地方自治は，民主主義iζ適合する中央集権過程の出発点であると同時に，義獲でもある

とすれば， ζのことを担保する組織原則は 住民の共同事務が『下からjr上へJの過程でそれぞれ
の地方自治体に留保され，そのうえで鴎民の統一維持に必要なかぎりで，なお残る国民全体にかんす

る共同事務を処理するのにかかせない装置として はじめて中央の統治構造がゑ認されるという

にしたがうととであるJ12)と指摘しているが， r勧告jの上記原刻は， ζのような地方自治理念の墜
史的展開にも却応したものであるという ζ とができる。

そして「下からJr上へJのI1鼠序構造でなされる事務の再配分と行政責任の明確化とは， r神戸
勧告Jが正しく受けとめたように， rその事務がたんに扇家的影響があり，又は国民的関心の対象と
なるというだけの理由で直ちに簡の事務とする ζとJを許さないものであって，従来，それを理由とし

て f国の事務という建前を採り，地方公共盟休又はその機関にその一部を委任し，その処王室を義務づ

けるとともに国は指揮監督権を行使するという方法Jによって地方自治を侵害してきた事態を奇定す

るものであったのである 13)。

さて，上記の一般的諸原則にしたがってシャウプ勧告は呉体的にいくつかの行政事務の再配分案

を示す。最初iζ例示されたものは，教育事務についてであった。

「六・ 2 ・三制全体lζ対する財政上および運営上の責任は，結局，一連の段階をへて市町村(お

よびそれらに付属した教湾委員会)が引受ける ζ とができるであろう j1t

財政上の責任については後述するとして， ζの提言は，戦後，憲法・教育基本法によってその基

本原郎がさだめられ，学校教育法や教育委員会等によって具体化された教育行政における地方自治に

ついて，市町村第一の事務配分および行政責任明確化の見地から，現状を再点検し，そのいっそうの

徹底化を要請するものとなっている。
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当時，高橋貞三氏は『都市問題研究J誌上の論文 15)で，府市間の教育事務配分の現状を問題とし，

競合しているもの，ニ震になっているものについては一切なくして，必要な事務を市iζ移管するよう

提案していた。学校教脊法における学校の設鷺・廃止等の認可 (4条. 106条)，設備授業の変更命

令(14条， 106条).就学義務の猶予免除 (23条)などの規定 また教育委員会法における学校教科

府間警の検定 (50条2項)，高校の通学区域の設定又は変吏 (50条 4項)などの規定は，都道府県の

教育委員会に，それらの事務についての専決的な，若しくは強い監督的な権限を付与するものであっ

てD 市町村の教育委員会の独自性をはなはだ不完全なものにしていたのである。

「勧告Jの地方財政制度改革案は， ζのような教育事務の再配分をはじめとして， 1地方団体が

中央政府の代行機関として働く活動範囲を狭めてJ16)諸地方行政の自治化をはかる行政事務の再配分

をその前提とするものであったのである。

<注>

1) r報告議』第2主主295賞。

2.3) r報告審J付録AのB422:&。
4 ) 京都で長く民主府政をすすめている捲川虎三氏は 113治体というものは，住民自身が自分たちの暮ら
しを守るために，自分透で綴織している間体なのですJ(杉村敏正・ 111ロ是編 F慾法を暮らしのなかICJI

汐文社 1970年.17頁)とよく府民lζ諮りかけてきたという。「勧告jにおいてはζのような地方自治

の主体規定が必らずしも明確ではなし、。しかし， 1毒事らしを守る」という点では本文でも引用したよう

に隈民生活の向上にと「て有すると ζろの地方間体の毒事務，行政の意義を高く評価しているのである。

篠田武夫氏は乙の点にかかわって「勧告Jは抑制的なドッジ・ラインと異なり「地方行政の水準の向

上lと対してーj選熱慈をもつものJ(rシャウプ勧告の再評価Jr立教経済学研究』第17巻第2号，27m
だとのべている。それは次のような「勧告Jの記浅からも明らかである。「乙れ(国税減税分-i営者注)

と同額の金を地方団体IC与えるならば，その結巣は日本の最大の資源すなわち国民に対する直接投資

となり，その投資は改善された教育，よりよき健康，より大なる保証と安全.および拡猿された機会の

形をとるであろう。関民の生活水準を高めるのに二つの方法がある。一つは倒人的消費物資の供給を増

すζ とであり， f也は集団的消費物資の供給を増す ζ とである。日本鼠民の生活と安寧の水準を高めるの

に最も有望な方法の一つはその集団的消費を増加する ζとであるJ(r報告審』付録AのC.432:&)。
5 ) ζのトクヴィノレの言葉は長浜政寿『地方自治JI (岩波全議， 1952年) 1東，また藤出前掲論文26頁か

らの霊!51である。なお，芥伊玄太郎訳，講談社文康絞(1972年)トクヴィル『アメリカの民主政治』

0850年)119:&1とは加な訳がある。

6) r B本資本主義講jjJiij第5巻(1953年)は「第二次大戦後の資本主義の全般的危機の第二段階のもと
で， しかもアメリカ帝民主義の金一支配下で古典的地方自治の確立を説く ζとは，自己矛盾であると同

時に歎麟であるjとのべていた。 324:&。

7) 笥111清治「中央集権と地方政治J島恭彦・霞)11清治編講E草地方自治体IIr現代の地方自治JI( 1960年)
8-9頁参照。なお，西川氏はζの論文の中で古典的地方自治口近代的地方自治の際裂にも言及して

いる。 17貰参照。
8) 鳥恭彦「現代自治体論の潮流と諜題Jr現代と思想UNo19 (1975年3月)5頁。
9.10) r報告警』付録AのD.424 :&参照。
11) 地方行政謁査委員会議「行政事務再配分に関する勧告J0950年12月22尽)開会議編『地方行政調資

委員会議資料JI 0952年)5頁。

12) 影山自由弥『憲法の基礎理論JI (1975年)第9主主「地方自治の法潔J323頁。

13) 地方行政調査委員会議，前掲勧告， 6-7:&参照。

14) r報合委』付録AのDo423頁。

15) 潟矯良三 f教育行政と職務の分掌Jr都市問題研究』第7集 0950年2月入「府市聞における教育事
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務の配分j向第9集 (1950年6月)参照。

16) r報告審』付録Aのひ.425:&。

第二章 「勧告J前の地方財政制度の問題点

シャウプ勧告は前章でのベた地方自治lζ対する評価と方針のもとに「次の段階は明らかに，地方

自治の形式lζ実質を加えるために 地方団体に適当な独立財源を与える ζ とであるJ1) とのベる。い

よいよ本題の財政鶴題に入ってゆくわけであるが そのはじめに「勧告Jが従来の地方財政制度につ

いてどのような問題点を指織していたのか 検討を加えてみたし、。序でも本章の課題としてのべたが，

従前の地方財政制度のもとで教育財政の危機的な状況が生みだされていたわけで，従前の地方財政制

度の問題点とは. r勧告Jにおいては地方財政制度改革によって除去されるべき対象そのものであり，
次設で明らかにされる「勧告Jの新しい教育財政制度構想を正しく理解するためにもどうしてもふれ

ておかなければならない問題なのである。

(1) 教育財政危機の制度的根本原額一地方財政危機の要図と関連して

「勧告Jは，当時 f地方団体が財政上危機の状態にあるJとしてその多くの証拠をあげていたの o

「多くの市町村長が財政難でその計画を実行できないという理由で辞職しているJ0 r多くの地方当
局は一般に不満があるにもかかわらず緊急手段として細かな法定外独立税に頼っているJr若干の地
方では来年度の租税について徴収した歳入で今年度の経費を賂っているんその他宝くじ，賭博収入，

勤労奉仕，赤字地方債の問題など。そして「 ζれにも婚して重要な財政選迫の徴候は，一般に名目だ

けのg発的寄附金や会費が地方団体の費用を支弁するために求められている ζとであるJとして学校

等の寄付金の問題にふれていた O

当時の市町村長の辞職王製自は f家庭の都合Jr病気」そ除くと「六・ 5制問題jが第一位であっ
たの。 r六・ 2制は市町村長の命とりJという言葉まで生れるに変ったように，新学制の危機を規定
した教育財政未篠立の状態は，以上のような地方団体の財政危機の状態と密接不離のものとしてあっ

たのである。

そζで問題となる乙とは 教育財政をもそうならしめていた地方圏体の財政的危機が一体いかな

る婆閣によってもたらされていたのかという ζ とである。「勧告Jは乙のととについて次のようにの

べる。

「一般に，地方団体の財政難は愛任の増大と歳入の制限との結合した結果であおJ4) 。

「責任の増大Jとは，戦後，教育委員会法や警察法の制定路行により教脊や警察等の事務が地方

移譲され，また生活保護法その他により社会保鶴等諸地方行政の拡充が求められた結果生れたもので

ある。

本章で重要な乙とは地方団体の歳入が制限されていた ζ とであり，その原因が侭かというととであ

る。

「勧告Jは.r地方団体の財政の現状は，特tζ五つの重大な弱点あるいは問題に悩まされているj
と次のような指檎をお ζなっていたの

1. 2 (略)

3. 地方自治団体の財源は地方の緊婆経費を賄うには不足である。

4. 菌感補助金および交付金は独断的に決走去五る乙とが多い。それらは金額を予知する乙とがで
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きず，各地方聞における必要額の相異を適当に考慮する乙となくして定められ，時には地方が国庫

支出額と向額を負担する ζ とが要求されて，地方財源lζ無理をしいる乙とがある。総じて，それら

を受ければ，中央政府が地方政府に対して継い点において過度の統制を行使するようになるのであ

教育学部紀婆

る。

5. 地方間体の起債権限はきわめて厳重に制限されている 5)。

ζζでは，教育財政制度ともとくに関係が深い4の指摘をとりあげ，地方間体の歳入がいかに制

限され，地方E主体の財政危機がもたらされていたのかを賜題にする。

「勧告Jにおいては「補助金Jという用語が「政府負担金Jと呼ばれるのも含めて広義に使われ

ている。従って義務教育費国庫負担金の問題も 4の指矯のなかに含まれている。交付金とは1940年

以来の地方財政調整交付金，つまり地方配付税の ζ とである。 ζれらが「独断的に決定されるJ，また

「地方財源l乙無理司会しいるjとはどういう ζ とであるのか，具体的事実をあげて考えてみたい。

第一に，六・三制学校建築費に対する国康補助の問題がある。 ζれについては当時地方財政法の

第34条に義務教湾年限延長iζ要する経費は当分の間その費用の一部を国が負担する旨が定められてい

たのであるが，しかしそれ以上の具体的規定を欠いていたため，実際には法律にもとづかない予算措

霞として学校建築費の二分のーと施設費の三分のーを閣が補助するという方式がとられていたのであ

るの。そして乙れらの裕助自体，今臼同様，単価差，認可差等により地方間体の超過負担の問題を含

んでいて極めて不十分なものであ「た。日教組の基本調査では， 1947. 48 (昭和22.23)年度において

「国態負担はニ分のーど ζろか五分のーにも達せず(逆に一筆者)強制的な寄附金が四分のーに達

しようとしているありさまJであったというわ。さらに六.制の完成年度である1949(昭和24)申ζ

は， ドッジ・ラインにもとづく超均衡予算の編成がはじまり，当初予算においては従来公共事業費に

含まれていた新制中学校建築費が全額削除されたのである。

第ニlζ，1948年7jJ 10日の義務教育国産負担法改正の問題があげられる。乙の改正点は，従来の

教員給与に対する器庫負担が府県が支給する給与実績の半額負担であったのを定員定額のニ分のーに

改めた乙とにあった。すなわちその実績とは関係なく，あらかじめ一定の基準で，国が負担する教員

の数(定員)と給与の額(定額)を定めて菌庫負担の限界を定め その二分のーそ国家が負視する乙

ととなった。定員定額以上の負担は一切府県の支出となるわけである。乙れは，半額あるいは二分の

ーという形式的な負担割合は問じであっても，明らかに実質的な教育費保障の低下を意味した。義務

教育費国庫負担法施行令により その定員は小学校の場合は毎年4月 1B現在在籍児童家数を50で除し

その砲に1.5を，中学校の場合は間様にして1.8を乗じてえた数と定められた。そして， ζの倍率す

らも1949(昭和24)年度に入るや直ちに超均衡予算の庄迫をうけて小学校が1.35 Iζ中学校は1.5 Iζ 

夫々切り下げられたのである 8)。

第三iζ，同年度の地方配付税(1948年には義務教湾の学級数，児童生徒数等を基礎とした配付税総額の

100分の10の第4種配付額が新設された)の所得税および、法人税からの繰入率低減(100分の33.14→ 100 

分の 16.24)にともなう半減の問題もあげられる。

乙れらの事実に共通する ζ とは，地方教育費に対する康接，間接の菌家の財政援助の不十分さお

よびその低減であるが.重要なことは，それがまさに f勧告」が指織したとおりに，中央政府によっ

て，r独断的に決定されjた補助・負t及率および繰入2容にもとづいて f地方財源に無王援をしいるJ形で

おζなわれていた ζとである。それらはドッジ予算にともなう盟の地方財政政策によりいっそう深刻

化させられたとはいえ，明らかに従前の地方財政制度の問題であった。

mm 



シャウフ。勧告の教育財政制度構想について

「勧告Jは補助金制度の問題点を次のように指摘していた。「財政力を巽にする各地方の負担を

平均化する方法がない。最富裕地方えの補助金が最貧留地方えの補助金と全然同一比率である。その

結果，貧困地方は不当な重荷を負う ζ とが要求せられるかまたは補助金交付を受ける資絡を得るため

に補助金のない活動を怠るようになるであろうJ9)。

従前の地方財政調務制度である地方配付税制度は，補助金制度とは異なり，配付税が「各地方の

必要と能力とをある程度考慮して各地方間lζ配付されjたものであるが fその考慮は不十分Jであっ

たlDL地方配付税の総額が特定闇税収入の一定率に限定され f中央が地方団体にとって必要である
と考えたところに従ってJ11)その率も年々変更されてきた ζと そして課税力や財政需要の測定が機

械的であったり，交付方法も課税カと財政議要を切り離し，地方団体の課税力不足額と財政需要額に

あん分して別個になされるというものであったことなどから，配付税は地方団体の財政収入不足額を

十分補強することができず その財政調繋機能を弱めていたのである 12)。

はじめに若干慨をあげた地方税源のはなはだしい枯渇の状況に加え 以上みてきたのような地方

財政制度によって必然的に地方団体が歳入制限，財政的危機の状態におかれ，そのもとで教育財政の

危機的な状態も生み出されたのであった。その意味で教育財政危機の制度的根本原閣は従前の地方財

政制度にあったといっても過言ではない。教育財政の確立は 上述の地方財政制度の改革なくしては

あり得なかった。

( 2 ) 義務教育費国産負担制度の統制的性格

「勧告jは従前の地方財政制度が(1)でのべたような教育財政危機をもたらした制度的根本原閣に

なっているという問題点だけでなく もうひとつ大きな問題点を有していた乙とを明らかにしている。

すでに山での「勧告Jの引用のなかでふれている ζ とではあるが， r総じて，それら(国庫補助金，交
付金等一筆者注)を受ければ，中央政府が地方政府lζ対して細い点において過度の統制を行使するよう

になるJという問題である。

ζの鵠越について， ζζでは義務教育費国庫負担制度をとりあげ検討してみたい。

高橋誠氏は(1)でのべた1948年の義務教育費国康負担法改正による教員給与の定員定額制の実施に

ついて次のようにのべる。

「ζの改正は，教員給与を通じて教育費の合理化，適正化を目ざしてものとされたが，事実上は，

一方で合理化，適正化の名罰のもとに教育費の節約をはかりつつ，他方では教員給与をとおした教育

の箆i家的統制を強化する機能をはたしたように思われるJω。

教育費節約の問題については(1)でのべたとおりであるが，それ自体財政統制の顕著なあらわれで

あった。以前の実績主義では「下からJつみあげられた教員給与に対してその半額を国家が自動的に

負担するというものでるから その限りで地方の自主性が尊重されていたと評価できょうが，定員定額

制は「上からj地方の教育財政にワクをはめ，その8主性をはばみ，給与引上げを抑制しようとする

ものであったのである。

しかも， 1949年の政令による関庫負担教員定数の切り下げに現われているように，そ ζで示さ

れた教員配当基準などは，本来財政上の便宜のために利用されるにすぎないものであるにもかかわら

ず，その影響すると ζ ろははるかに大きく，教育条件を実質的に規定する意義をもち，教育行政にた

いする国家の統制的手段として機能するにいたったのである。

伊藤和衛氏は「もともと義務教育費菌庫負担法はかかる統制的性絡をもっていたものであるJI4)
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という。戦後の義務教育費菌庫負担棋度の際型をなすものは1940年(昭和15年〉に制定された義務教育

費国庫負担法である。それは問時におこなわれた地方税財政制度の戦時的編成替の一環をなすもので

あるが，その内容とすると ζろは， CD義務教育費のうち，教員の俸給費の負担を市町村より道府県iζ

移した ζ と，@以前定額であった閤療の負担金をニ分のーの定率負担にあらためたことのニ点である。

ζの教育財政構造の再編成は根本的には，その構造の基擦であった地方財政，とくに農村財政が資本

主義の進展にともなう経済力の地域的不均等発艇によって教育費負担にたえないまでに窮乏化し(教

員給与の遅配，欠配，不払問題などをみよ)，教育財政構造の滋礎がゆらいでいた乙とにもとめられるlt
1940年の地方税財政改革を前提とする義務教育費菌庫負担法は，かような教育財政構造の基盤を

安定させ，道府県知事が従前からの教員に対する身分的監督権に加えて，負担金の配分権をも掌握す

る乙とによって，教員をよりいっそう国家機構に従属させ，その末端部におけるイデオロギー伝遠の

ための装置にさせようとするものであったのである。

もちろん，義務教脊費国康負担制度は，その基本理念がどζに霞かれるかによって戦前と戦後を同ー

に論じれないζとは磯かである。また1918年(大正 7年)来の義務教育費霞庫負担制度が随時，その負

担内容と対象を拡大し，一面義務教育水準の維持向上に一定の役割を巣してきた ζ とも正当に評価さ

れなくてはならない。しかし，戦後の制度にも先に指摘した定員定額制の問題ばかりでなく， 1952年

の義務教宵費国庫負担法の復活時lζ，その実施と関連して「義務教育諸学校職員法案jが障策された

ように新しい形での悶家による教員統制の問題が内包されていた乙とを否定する ζ とはできないと

思うのである。

<注〉

1) r報含蓄j付録AのB423真。
第三主主で内容的にみるがζζでいう f独立財源Jとは，地方税のみを意味せず，自主性を強めた，従

前の地方配付税lとかわる平衡交付金も含めて考えられなければならない。鈴木武雄『現代B本財政史』

第4巻(1960年〉通巻真1，057頁，島恭彦・宮本憲一編『臼本の地方自治と地方財政J0968年)104頁
参照。

2) r報告審』付録AのF，428頁参照。
3 ) 地方自治庁の資料Iζよる。石川二郎「六・三三制公立学校建物の現状と見とおしJr文部時報j第870
号 0950年3月)14 -15頁参照。

4) r報告審J付録AのF，427頁。
5) r報告書寄J付録AのA，421 -2賞。
6) 市JlI昭午・林健久『教育財政JC1972年) 337 Ji参照。
7) 長谷川由夫(日教総務査副部長)r学校会計からみた教育財政の問題Jr文部時報J第869号 0950
年2月)23-24頁参照。

8 ) 伊藤和衛『教育の機会均等J258頁参照。

9) r報告著書』付録AのG，430 賞。
10.11) r報告欝J第2主主 298頁参照。
12) 藤間武夫 f地方財政平衡交付金の成立HJr都市悶緩j第64巻第10号 0973年1OYl)118頁参照。
13) 高橋誠「国家財政と教青J，長洲一二編『経済と教脊J0959年)第一主主， 62頁。
14) 伊藤和衛，前掲番， 258真。

15) 高橋誠，前掲論文59-60頁参照。

-1∞-



シャウプ勧告の教育財政制度構想について

第三章 f勧告jの教育財政制度構想について一平衡交付金制度を中心として

それでは「勧告Jは地方間体の事務のなかでも「特に国民と密接なJr重大な行政Jのひとつで
ある教湾に対してどのような財政的支持を与えようとしていたのか。地方自治の確立，強化のために

従前の地方財政斜度そ改革し，どのような新しい制度矯想、のもとに教育財政を確立させようとしてい

たのか， r勧告Jの教育財政制度構想、を明らかにしていきたいと考える。

(1) 教育翼才教制度改革の基本構想

従前の教育財政制度が義務教育愛国康負担金など補助金制度を中心とするものなので，まず f勧

告jの補助金制度改革案をとりあげ，教育財政制度改革の基本構想、をたしかめてみたい。

f勧告jは， r補助金総度の構想、自体はiEしいものであるJとしながらも「現行制度は大編に修
疋する必要があるJとして，①全額補助，②一部補助，③公共事業費補助の三種の補助金それぞれに

ついて改革方向を明らかにした。。当時の義務教育費関庫負担金，つまり教員給与にたいする半額国

庫負担金は，@の一部補助金のなかの「政府負損金Jと呼ばれるもののなかに含まれていた。

f勧告」によると， ζの f政府負担金Jと呼ばれるものや菌感負担として言及されてきたものは，

「地方団体の行うある種の行政は地方にも留家の利害にも関するものであり，国の利害の程度に応じ

て昌康が経費を分担するJという議論，つまり「二葉責任説jにもとづいて発途してきたものであるの o

f勧告Jはζの理論にもとづいて国庫補助金が地方に分散される乙とに対しては次の二つの理由から

反対しなければならないという。

第一iζ，r盟と地方の愛任を混乱させJr不必婆にも地方当局を中央政府の細い統制下i乙」おく
など，全額習態補助lζ反対すべき理由と大体罰じ理由で、。

第二iζ，前章でも引用したが「財政カを異にする各地方の負担を平均化する方法がないJ， また

f与えられた活動の何%が国家の利害に関するもので，何5ちが地方iζ関するものであるかを決定する

客観的方法がない。それ故に補助金を交付する特定活動を選定する ζとおよび国庫補助の割合を決定

するのは独断的になり勝ちであるj という現窃からもお。

これらの漂白から一部補助金の最大の費目であった義務教育費国庫負担金も反対され，その存続

が否定されたのである。「補助金は教員俸給(中略)のために支出されるべきでないJ，そしてその

「事務の費用は平衡交付金によって補われる地方税によって跨われるべきであるJと新たな提案がお

ζなわれたのであった心。

教育に関する他の補助金は「勧告Jのなかでは明示的にはされていなかったが，@の一部徳助金

のなかの「奨励的補助金JIζ含まれていたものと，@の公共事業費補助金iζ含まれていた六・三制

学校建築費についての補助金があった。 ζれらについてはともに存続が認められたが，ただ前者につ

いては次のような指摘があった。

それらは「地方団体の毘有のそして充分に同化された事務には ζれを与えてはならないJ。 ζ の

条件が満たされれば， r奨励的徳助金Jとは「助成金Jと呼んでよいもので，それは「指導の道具と
みなし，支配の道具とはみなされないであろうJとω。

われわれは乙れらの補助金制度改革案のなかに「勧告Jの教育財政制度改革の基本機想、をよみと

るζ とができると思う。それは，概略，補劫金の整理を前提とした地方税と王手衡交付金による教育財

政確立の構想といってよい。
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ところで ζの構想、は何も教湾財政lζ限ったものではなし、。「勧告Jは前章でみた従前の地方財政

制度の問題点を除去，克服すべく改革の基本方針として「財政上の地方自治Jを実現するために，婆

約して次の四つの課題を提示していた。

① 地方税源の拡充強化。

② 国康からの交付金の一方的独断的決定の排除(中央の独断的怒意的な財政援助の排除)

@ 国・道府県・市町村間の徴税と行政責任の集中と明確化(独立税主義の実現と行政事務分担の

明確化)

④ 必要な財政平衡交付金の設置 7)。

③の行政事務の再配分による行政責任の明確化については第一章でみた。今，明らかにした補助金総

度の改革案は窃の基本方針から導き出されたものであって，補助金の号整理を前提とした地方税(内容

的には地方独立税の拡充強化)と平衡交付金による財政確立構想とは，教脊行政に限らない諸地方行

政のための地方財政全般の確立を意図したまま本構想、なのである。

しかし， ζのように「勧告Jの地方財政制度改革案が全般的なものであることが，教育財政確立

の構想、としても重要な意味を与えているのである。教育財政の確立は地方財政の確立なくしてはあり

えない，というのが筆者の教育財政論の基本見地であるが，今日においては深刻な地方財政危機のも

とで「いい教育をお乙なうためにも，自治体財政の根本的な確立はどうしても必要ですJ8) という認

識が一般的なものとなってきている。教育制度検討委員会第三三次報告においても，教育財政篠立のために

恵接，地方教育費iζ対する思庫支出金の負担率，補助率および単価等の引上げのみならず，それらも含

めて，さらに地方交付税の増額，税の民主的再配分等自治体財政の確立の課題が提示されるに至って

いるめ。それらは，学校教警に関する事務が地方団体国有の自治事務であり，かっその経費が学校設

置者によって負担されねばならないとされた戦後教湾行財政の基本法制構造からしでも当然の主張な

のである。

Cの意味で「勧告Jが，その地方財政制度改革案において，教育財政と特定していなくても，地

方独立税の拡充や平衡交付金制度の創設によって地方財政全般の確立をはかろうとしたこと自体，前

主主でみたように地方財政危機と一体のものとしてあった教育財政危機を抜本的に打開するものとして

高く評価できるのである。

序でみた当時の教育関係者の「勧告J斑解(教育財政が「完全に地方財政iζ依存するJという)

は地方独立税の拡充や平衡交付金によゥて確立 強化されようとした地方財政の構造的認識を欠くも

のであった叫。

( 2 ) 卒者旨交付金の性格，算定方式，機能および運営機構一「勧告Jは地方教育費

に対する国家の財政儀劫をどのように考えたか

「勧告jの新しい教育財政制度構想、についてより深い内容的な環解をお乙なうためには，機助金

の務理によって従前の義務教育費関庫負担金を包摂し，地方配付税を「一層大局的，全般的目的をも

ってJ1 J)改めたという平衡交付金の分析に稿を進めなくてはならない。

「勧告Jは， r教育，自治体警察その他公知の統治作用lζ対する財政援助Jrかかる行政活動に
対する国家の援助は平衡交付金によって与えられるべきものと信ずるJとのべていた12)。すでにみた

ように閣と地方の財政関係において補助金の務理，削減が前提とされている「勧告」の教資財政制度

構想、においては，国家の援助によって教育財政を確立させるという課題は ζの平衡交付金の震と質，内
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容如何にかかっているのであるo

「勧告Jは地方教育費に対する国家の財政援助をどのように考えたか。 ζζでは，その点を明ら

かにするために，必要な限りでほぼ f勧告Jの構想にしたがって制定されたと思われる1950年の地方

財政平衡交付金法の各条項によっても補いながら，平衡交付金の構想、を，その性格，算定方法，機能

および遼営機構の四つの点で浮きぼりにしたい。われわれはそ ζに従前の教育財政のあり方を一変す

る地方教育費に対する画期的な財源保俸の構想、をよみとる ζ とができるであろう。

① 平衡交付金の自治的な性格

まず， r平衡交付金は地方毘体lζ対する鴎家の細細した統制を最少限度のものにするi3) という
その自治的な性格が注目される。

「勧告Jのなかにただ平衡交付金といわないで「一般平衡交付金Jといっていると乙ろがある14)。

その形容の意、味は従前の地方配付税が特定関税収入の一定割合に限定されていたのとは異なり，平衡

交付金が「鼠康の一般資金から支出J15)されたものであるといラ違いにだけでなく，藤田武夫氏が指

矯するように「特定の事務に交付される特定の補助金と区別J16)していると ζ ろにもとめられるの王手

衡交付金とは補助金とは区加された地方団体にとって「一般の税収入と同じく完全自由なー殻財源J17) 

なのである。 ζの点についてき当時地方自治庁次長の地位にあった萩田保は地方財政平衡交付金法案の

国会審議において， r補助金と違いまして(中略)性格的にはやはり交付金は地方みずからの財源で
あるJとまでのべていた18)。

ζの平衡交付金によって「長い間，中央政府が所謂ヒモ付きの闇庫補助金を出し， ζれを操作す

ることによって地方自治体に無用の干渉をしていた弊風J19)が打破されようとした。教育財政も例外

ではない。前主主でみたような補助金や負担金の交付に伴う教湾の国家統制が排されようとしたのであ

るO その意味で「勧告Jは上のように地方毘体にとって自由な財源である平衡交付金の交付を通して，

a本の地方財政に真の自治財政としての基礎を与えようとしたものであるという ζとができる。
地方財政平衡交付金法はその乙とを保障するために「国は，交付金の交付に当っては，地方自治

の本旨を尊重し，条件をつけ又はその使途を制限しではならないJ(第 3条 4項)と規定していた。

② 下からの慰政需要にもとづく精級で合理的な平衡交付金の算定方法

従前の地方配付税が中央政府の立場から一方的独断的かつ機械的に算定され交付されてきたのと

は異なり， r勧告j においては，平衡交付金が下からの地方自体の財政需要にもとづいて精級で合理
的な算定方法により交付される乙とが構想されていた。

従前の地方配付税は前主主でも明らかにしたように「中央政府の財政議委，財源および行政上の便

宜による中央政府の立場から挑められて}のきた。「勧告j はζれをあらため，平衡交付金について

は，その「全配付額と配付方法とを地方団体の必要と財源とによりよく応じて決定するようにJ21lし

なくてはならないとのべる。そして「各地方に交付される金額は合理的だが最少限度の標準的行政を

行うと仮定した場合の歳入の予想必要総額から利用し得る税の適当な襟準税率による歳入額として表

わされる予想財源を控除したものであろう。中央政府の配付する金額はそれぞれの地方当局に支払わ

れる金額の合計であろうJ22)と説き，各地方面体の財政需要と財政収入を算出し，後者の不足額を織

填する下からの積上げ方式による平衡交付金の構懇を明らかにした。

それでは，各地方団体の「歳入の予想、必要総額J，つまり全財政需要はどのように算出されるの

か。「勧告Jは乙の点について「地方行政の各項目にたいする財政需要は，あたえられるべき行政の

単位数に，妥当なしかし最低限度の議と賓との行政を可能にする単位当り標準費用を乗じて算出され
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るであろう。金行政を総合したその所婆綴費の合計が，会財政需要になるだろう l3)とのベて，お.0定

単位，単位費用など後の基準財政需要額の算出方法を示唆していた O

そして，単位当りの標準費用については「ある級の地方当局の標準教育費はその級の地方の

下の各種学校の生徒一人当りの教職員その他の俸給，学用品，機設，維持費，新規建築費等iζ要する

金額iζ基くであろうJ24)と教育費の具体例があげられ， r標準費用が生徒一人当り X円と決定したな
らば，生徒ニ千人を有するある市の必要額はニ千X円であり，他の行政の場合も関様であろう J25)と

のべていた。

③ 平衡交付金の財源保障機能

以上のような精徹で合理的な算定方法にもとづく平衡交付金の各地方面体への交付は何を意味す

るのか。それは，まず明らかに「課税カと必要とを異にする地方の税負視と地方行政の質とをほぼ均

等化するJ26)ζ とに資するものである。その，意味で「勧告Jの平衡交付金構想、は従前の地方配付税に

おいてはその考慮が不十分であった地方行政の均等化を達成すべくより完全な日本における地方財政

調整制度の実現をはかろうとしたものであるという ζ とができる。

しかし，その院政調繋は，すでに平衡交付金の配付方法などにおいても明らかにしているように，

各地方面体の歳入不足額を平衡交付金で補填する ζ とによって可能ならしめようとされていたもので

ある。金行政を総合した所婆経費，つまり全財政需要額に対する全収入不足額が平衡交付金によって

補壊されようとしでいた。とすれば 「勧告Jの平衡交付金構想、は 地方団体閤の財政調整機能とあ

わせて中央より地方への財源付与，財源保障機能をも有していたと指摘することができる27)。

そζで問題となる乙とは，どの程度の財源保障が考えられていたのかという ζとであろう。

そのためには告でみた f合環的だが最少限度の標準的行政Jr妥当なしかし最低限度の援と質と
の行政を可能にするj という乙との意味が確定されなくてはならない。

地方財政委員会財務部の秀島正巳はその点に関って地方財政平衡交付金法第14条の「合理的，且

つ，妥当な水準における地方行政Jという規定の意味を次のようにのべていた。

f乙の(単位費用を算定する一筆者注)場合『合理的，且つ，妥当な水準における地方行政Jとは

どのようなものであろうか，偶人について，最低限度の生活を保証しようとする場合，その最低限度

とは，単にかつかつ生きて行けるだけの生活をいうのか，或いは，少なくとも，最少限度において，

人贈らしい生活をいうのか，その言葉の用いられる場所によって，異なろうが「健康で文化的な長低

限度の生活」というような場合は おそらく後者の意味に用いられることであろう。(中略)同様な

ζ とが地方団体の行政活動についても言えよう。即ち自治の本旨に刻り，少くとも地方住民の健療で

文化的な長少限度の公共慾裂を充足するものでなくてはならず，その具体的内容は，各行政項gにつ

いて偲々に，然して社会，文化等の進歩の程度，公共慾翠の動向によって，自ら定まるものであろうj紛

.ζの見解を参考にすると f勧告Jにおいても最低限度の行政とは，第一意でみたような菌民生

活とのかかわりを重視し，その水準向上に熱意をもっていた「勧告jの地方行政論からして，それは

'かつかっ，の生活ではなく，日本国憲法第25条の生存権保障， r健康で文化的な最低限度の生活」
を可能にする地方行政の水準を意味していたと解する乙とができる。

「勧告jの平衡交付金構想、は ζのような行政水準の維持，確保を目標とし，その行政水準を標準

として測定された各地方団体の財政需要額に対する財政収入の不足額を補うという財源付与，財源保

障の画期的な構想なのである。

そしてこれまでの分析から，平衡交付金は地方教育費iζ対する財源保障の構想、としても，従前の
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ように教員給与や新規学校建築費に対する上からの怒意的 独断的な財政援助ではなく最低限度の教

育行政を可能とするために②でみたように，それらを含めて臼常的な教材費，学校維持費，施設費に

まで教育財政需要の算定をおよぼし，全財政需要の重要な一環として，必要額が下から積上げられ，

その性格からして特定されはしないが 各地方面体において教育費に充当可能な形においてそれが交

付されるという点で，調期的なものとして評価されうるのである。

地方財政平衡交付金法は，平衡交付金が以上のような機能，役割を全うする ζ とができるように，

f国は毎年度各地方団体が提出する資料に基き，すべての地方間体について， ζの法律iζ定めると ζ

ろにより，財政需要額と財政収入額とを測定し，財政需要額が財政収入額を ζえる場合における当該

超過額を補てんするために必要立つ充分な額を，地方財政平衡交付金として，思の予算に計上しなけ

ればならないJ(第3条 l写むとして，留に対して「必要立つ充分なJ交付金総額の確保を義務付けた。

④ 地方財政委員会による平衡交付金のコントロール

最後に.r勧告Jがすすんで平衡交付金の運営機構についても言及している ζ とにふれておきた
い。「勧告Jは愚，都道府県，市町村間の財政関係、について発生する問題を処理するために地方財政

委員会を設霞する ζ とを提唱した。「勧告Jにおいて平衡交付金の運営とかかわってこの委員会のさ

しあたっての任務とされた事柄は，地方財政に関する一連の資料を蒐集して f一般平衡交付金を配付

するについての必要となる地方団体の財政需要と財政カの標準を定めるに必要な研究を行うJ紛 ζ と

である。地方財政平衡交付金法においては それらの研究にもとづいてさらに，交付金総額を見積る

こと，各地方団体に交付すべき交付金の額を決定し， ζれを交付する ζ と(開法第4条1.2項)また，

算定された交付金総額を留の予算iζ計上するように内閣に勧告する ζと(同法第6条2項)などが委員

会の権綬として規定された。

重姿な ζとは ζの委員会ふ「卓会出品ゐiij会る干ふcft.表する之3it喜志去五なくてはなら;ょ;、jO)
と勧告された ζ とであった。地方財政委員会の委員の数を 5名とし，知事会会長，市長会会長，町村

長会会長が各々 1名ずつを任命し，他の2名は内閣総理大臣がζれを任命して，すべて国会のゑ認を

饗するものとした。「勧告Jはこのように主として地方団体を代表する委員によって構成される地方

財政委員会に平衡交付金の運営を託することによって，下からの積上げ方式による平衡交付金の構想、

をその機構言語からも保証しようとしたのである。

小論のまとめ

以上の考察をふまえて小論のまとめをお ζなってみたい。序で提示した小論の課題は，王手衡交付

金制度の創設を中心とするシャウプ勧告の地方財政制度改革案が内容的にみて戦後の教育財政制度の

改革機想としても画期的なものである ζ とを明らかにする ζ とにあった。われわれは「勧告jの地方

財政制度改革案の分析をとおして，その骨格的な内容ー補劫金の整理，地方独立税の拡充強化，平

衡交付金制度の創設ーがそのまま「勧告」の教育財政制度構想、の基本にもなっているものである ζ

とを明らかにしてきた。その ζ とを前提として「勧告Jの地方財政制度改革案に対して教育財政確立

の立場からの評価をまとめると次のような ζ とが結論的にいい得ると思う。

(1) r勧告Jの地方財政制度改革案は，その目的が地方自治の確立，強化におかれ，またそれが檎
助金の整潔や一般平衡交付金の創設という形において f財政上の地方自治」をも実現するものとして

改革案全体を貫いていた ζ とは，教育長オ政制度の改革案としても，従前のような補助金や負担金の交

付に伴う教育の儲家統制を排し，教湾行政における地方自治を強化する方向で，地方団体に必要な財
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務、を保障しようとしたもので，戦後教湾改革の際的にも合致する民主的な構想として評価できる。

次iζ，教育財政確立にとっての根本問題である財源保障の構想についてのべると，

(2) まず.r勧告Jの地方財政制度改革案は地方独立税と平衡交付金によって地方財政全般の確
立を包擦としたものであるが，それ故，それは 従前から教育財政危機をも一体のものとして生み出

していた地方毘体の財政危機を根本的に打賭するものとして，教育財政の抜本的な確立構想としても

評価されうる。

(3) さらに，特lζ 「勧告Jの平衡交付金の構想は，従前の補助金や地方配付税による国家の独断

的，怒意的な財政援助を排し，各地方団体の財政議委と財政収入を土台にして交付金総額を確保し

(下からの務上げ方式)収入不足額に応じて各地方団体にこれを配分するというものなので，それは地

方教育費iζ対する財源保障の構想としても，教育財政需要が全財政需要の重姿な一環として，必婆額

を下から穣上げ，その性格からして特定されはしないが，各地方団体において教育費lζ充当可能な形

においてそれが交付されるという点で画期的なものとして評価できるのである。

乙のように平衡交付金制度を中心とするシャウプ勧告の地方財政制度改革案は，すぐれて民主的

な，また地方教育費に対する抜本的は財源保障を可能にする画期的な教育財政餓度構想、でもあったわ

けであるが，標準行政費の算定，平衡交付金総額の確保など，それがどのようなゆくえをたどるかは，

序でものべたように続編の研究課題である。(1975年12月10日)

く注>

1.2.3.4) r報告書喜』付録AのG.429 -431頁参照。
5 ) 昭和24会計年度から昭和25会計年度にかけて奨励的なものとして存続が認められたと思われる補助金

として，学校給食指導費， E5・ろう児童震就学奨励費.教職員研修費，教科書媛示会費などがある o 文部
省『地方教育費の謁査報告著書J(昭和28会計年度)29頁参照。

6) r報告審j付録AのG431賞。
なお，向上 f調査報告書事JIとよれば，昭和24会計年度には計上されていたものでも翌会計年度には落

とされている補助金がある。中学校教予言委託費，中学校校舎模様慈愛，首・ろう学校委託費，定時制高

等学校教員費，教員共済施設費など。それらは「地方団体の包有のそして充分に同化された事務にはζ

れを与えてはならなしリとする機動金整理の一定の呉体化であろうか。

7) r報告書芸』第2主主300-301頁参照。
なお， ζの要約は藤街武夫氏の論文「シャウフ。勧告の再評偲J( r立教緩済学研究j第17巻第2号〉と
同氏著警 f臼本の地方財政J(1959年)88頁によるものである。

8) 関!II鉄英 f教育財政の現状と問題点Jr議会と自治体JNo. 184 ( 1974年7月)40頁。
9) 教育制度検討委員会第三次報告 f日本の教育をどう改めるべきか(続編)J 1973年6F.l18日f教育評
論J1973年7月臨時増税IJ，97貰参照。

10) r勧告」の地方財源増強祭を昭和24年度の当初財源と対比させて，金額的IC示すと次表のようになる。
(単位億円)

勧と告なのっ基た礎熔
差 51.地方 勧告の基礎 差 51.地方

勧告財源 となった昭 勧告財源、
区 分 和24年源度当 財源増 区 分 和24源年、度当 財源増

初財 初財
A B C (B-A) A B C (B-A) 

書地題地平庫衡方主方諜配交出付付量税塁債豊金

1. 500 1. 900 400 3. 360 4. 150 790 
1. 430 1. 650 220 

災庫害4負方上担L負金額500 150 ム 350 国 lとよ 200 
350 300 ム 50 る地 担i減
580 ム 580 以計 3. 360 4. 150 990 

1. 200 1. 200 寄 付 金 400 100 ム 300 
180 350 170 辺'"、 計 3. 760 4.250 690 

そ の 他 250 250 
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本表は地方財政委員会による第8回国会資料「地方財政iζ関する参考計数資料J(21の一部である。日
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